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［概要］ 
我が国では、地域包括ケアシステムの整備が急がれる一方、医師、看護師等の不足が深刻化しつつあり、
医療・介護の知識を有する薬剤師がより積極的な役割を果たすことが期待される。このため、本プロジェク
トでは、薬局・薬剤師が地域包括ケアシステム、中でも、特に在宅医療・介護システムに参画するに当たり、
地域の実情に応じて期待される具体的な取組みを整理するとともに、それらを推進するための条件整備のあ
り方について検討した。具体的には、県内各地域の薬剤師会関係者、有識者等からなる研究会を開催し、地
域の実情を踏まえた検討を行った。なお、本プロジェクトは、「未来創研」との共同研究という形で実施し
た。 
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１．研究の背景 
（１）薬局・薬剤師が地域包括ケアシステムに
参画する必要性 
薬局・薬剤師が地域包括ケアシステムに参画
する場合、介護保険の居宅療養管理指導を通じ
て在宅医療・介護に参画するとともに、地域に
おける医療・介護サービスの窓口や地域住民の
健康維持の拠点として機能することが期待され
ている。 
しかし、現在、薬局薬剤師の1割程度が居宅療
養管理指導費を算定しているにすぎない。また、
都市部では、スペースや人員の問題もあり、地
域住民に対するOTC、特別用途食品、介護用品等
の販売を行っておらず、調剤のみを実施してい
る薬局が多い。 
他方、地域包括ケアシステムの整備が急がれ
る中、医師、看護師、介護福祉士等の不足が深
刻化しつつあり、医療・介護関係の知識を有す
る薬局薬剤師がより積極的な役割を果たしてい
くことが期待されている。 
（２）国による薬局ビジョン 
厚生労働省では、これまで、かかりつけ薬局
・薬剤師の制度を推進するとともに、将来の薬
局ビジョンを示してきた。 
しかし、国のビジョンは、薬局としての一つ
の理想像を示したものであり、全国どこの地域、
どの薬局でも直ちに実施できるようなもので
はない。地域における社会資源の状況、在宅医
療・介護システムの整備状況等は様々であり、
地域の実情に応じた薬局・薬剤師の具体的な役
割を明らかにしなければ、薬局・薬剤師は、今
後、どのように取り組むべきか、道筋が見えて
こない。 
（３）本プロジェクトの意義 
薬局・薬剤師が地域包括ケアシステムの中で
期待される役割を果たせるようにするために
は、地域の実情に応じ、どのような業務にどの
ような手順で取り組んでいけばよいのか具体
的な指針を示すことが必要である。 
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２．目的 
本プロジェクトは、薬局・薬剤師が地域包括ケア
システム、特に在宅医療・介護システムに参画する
に当たって必要となる取組みを、実践的な観点から、
地域の実情に応じた体的な検討を行い、その結果を
報告書にまとめ、薬剤師会その他の職能団体や行政
関係者に広く知らしめることを目的とする。 
 
３．方法 
本学、未来創研、薬剤師会関係者等からなる研究
会を組織し、薬局・薬剤師による地域包括ケアシス
テムへの参画の現状と課題を明らかにするととも
に、統計分析や先進事例の収集等を行うことにより、
地域の実情に応じて薬局・薬剤師が今後果たしてい
くべき役割や具体的な取組みの方向性について議
論を整理する。 
本プロジェクトの期間は2年である。 
〔研究会の開催経緯〕 
研究会では、県内の状況を統計的に把握するとと
もに、委員から各地域の在宅医療・介護の現状と課
題などを報告してもらい、今後、どのような取組み
を進めていくべきか議論を行った。 
2016年8月に第1回研究会を開催し、2017年4月に
は中間報告をとりまとめた。その内容については、
研究会委員が様々な場で議論を行ってきたが、その
結果を踏まえ、2018年2月に第8回研究会を開催し、
最終報告をとりまとめた。   
2016年 8月 第1回 趣旨等の確認 
2016年 9月 第2回 委員による報告 
2016年10月 第3回 委員による報告 
2016年12月 第4回 委員による報告 
2017年 2月 第5回 地域の実情に応じた取組み 
2017年 3月 第6回 中間報告（案） 
2017年 4月 第7回 中間報告とりまとめ 
2018年 2月 第8回 最終報告の検討 
 
４．結果 
最終報告では、地域包括ケアシステムの整備状況
など地域の実情に応じ、薬局・薬剤師が果たすべき
役割と取り組むべき業務の内容を具体的に整理し、
指針として示す予定である。 
【主な内容】 
⑴ 薬局・薬剤師のかかりつけ機能の強化 
〇 地域包括ケアシステム参画のための前提。 
 ※「かかりつけ機能」とは、服薬情報の一元的・
継続的把握、24時間対応・在宅対応、医療機関
等との連携等 
⑵ 在宅医療・介護への参画 
〇 在宅医療・介護システムが整備されていない地
域では、薬剤師が単独で取り組むことは困難であ
るため、地域薬剤師会や個々の薬剤師は、まず、
地域の実情（在宅医療・介護への取組状況）に応
じて、システムの整備に積極的に貢献していくこ
とが必要。 
ア）取組みが進んでいない地域 
 ⇒ 在宅医療・介護を行うための環境づくり 
イ）取組みが埼玉県平均並みの地域 
 ⇒ 在宅医療・介護システムの構築 
ウ）取組みが進んでいる地域 
 ⇒ 在宅医療・介護システムの機能の強化 
 
５．考察 
最終報告で示す予定の指針における取組みは、一
つの例示にすぎず、地域の実情に応じ、様々な対応
がありうるが、薬局・薬剤師が地域包括ケアシステ
ムに参画するためには、行政当局や他職種への働き
かけなど、従来と異なる姿勢で取り組んでいくこと
が必要になる。 
県内では、薬剤師会の取組みが進んでおらず、動
きが鈍い地域も多いが、今後の人口動向、政策の動
向等を十分考慮した上、この指針も参考にしながら、
積極的に取り組んでいくことが期待される。 
 
６．結論 
最終報告において薬局・薬剤師が取組みを進める
ための指針をとりまとめた上、公表した。 
 
７．到達度 
 目的を達成したため、2018年度で終了する。 
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９．研究発表 
（１）公表予定の論文 
 本プロジェクトは、研究会方式で実施した未来総
研との共同研究であり、学術論文として公表する予
定はない。 
最終報告については、本学のウェブサイト等で公
表し、薬剤師会その他の職能団体や行政関係者に対
して広く周知することとしている。 
（２）公表予定の学会発表 
未定。中間報告については、研究会委員が第23
回埼玉県薬剤師会学術大会等で発表を行った。 
 
１０．本研究と関連する獲得した外部資金 
 本プロジェクトは、未来総研との共同研究であり、
会議費については、未来総研が負担した。 
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